様式第１号の２（第４条関係）
創業活動計画書

年　　月　　日　

申請人氏名　　　　　　　　　　　　　　


１　申請人の概要
	(1)創業の動機及び将来の展望（愛知県で創業する動機を含む。）


	(2)事業における申請人の役職・役割


	(3)創業の背景となる資格、職歴、特殊技能、保有する知的財産権など


	(4)本事業に共同で申請する方がいる場合は、その申請人の氏名を記載してください。


	(5)創業の予定　※創業時に想定されるものを記載してください

	ア　開業予定日
	　　　　年　　月　　日　※法人登記日、開業届出日など

	イ　業種
	

	ウ　提供する商品・サービス
	

	エ　事業所開設場所
	愛知県

	オ　資本金・出資総額
　　（又は自己資金）
	千円

	カ　株主構成
（持分比率）
	株主名
	住所
	持分比率

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	合計
	

	キ　役員
※申請人以外
	氏名：
	国籍：

	
	住所：
	役職：

	ク　従業員数
	社員　　　　名、パート･アルバイト　　　　名、計　　　　名


２　事業の概要
	(1)実施する事業の概要（商品・サービスの概要）

	

	(2)商品・サービスの販売・提供方法（販売先、販売方法、販売単価等）

	

	(3)商品・サービスの製造元、仕入先、協力者や原価率、原価の内訳

	

	(4)必要となる経営資源（事業資金、事務所、設備、ライセンス、従業員等）

	

	(5)収益を上げることが可能な理由、愛知県の市場における競合他社との差別化要因
（革新的な技術、商品、サービス、ビジネスモデル等）

	


３　利益計画

　法人設立（開業）予定日　　　　年　　月　　日（予定）
（単位：千円）
	決算期（月末）予定
	第１期
	第２期
	第３期

	売上高(a)
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	売上原価（材料費、労務費、経費、外注費など）(b)
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	売上総損益(c=a-b)
	
	
	

	販売費及び一般管理費(d)
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	営業損益(e=c-d)
	
	
	

	支払利息(f)
	
	
	

	経常損益(g)
	
	
	

	特別損益(h)
	
	
	

	税引前当期損益(i)
	
	
	

	税引後当期損益(j)
	
	
	


※法人税率は、40%で固定すること。
※繰越欠損金は、適用しないで計算すること。
４　開業時の資金計画

　法人設立（開業）予定日　　　　年　　　月　　　日（予定）

　開業時の手持ち資金（現金預金残高）　　　　　　　　　　　　円（予定）
（単位：千円）
	必要な資金
	金額
	調達の方法
	金額

	設備資金
	１
	不動産
（内訳）
	
	自己資金
	

	
	
	
	
	金融機関からの借入額
（内訳・返済方法）
	

	
	２
	設備
（内訳）
	
	
	

	
	
	
	
	その他
（内訳・返済方法）
	

	運転資金
	
	開業に必要な商品の仕入代金・経費の支払資金など
	
	
	

	合　計
	
	合　計
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